
現 場 説 明 書 
１ 工 事 名    久里浜１丁目公園内建築物等解体工事その２  

２ 監 督 員    都市部 公共建築課       （建築）  

                                （機械設備） 

 

説 明 事 項 

1. 入札等に関する事項について 

(1) この工事の入札又は見積(以下「入札等」という。)は、工事請負契約書又は工事請負請書(以下「契約書等」

という。)、入札公告又は指名競争入札執行通知書及びこの説明書に記載する条件により、横須賀市の契約規

則、契約履行規則及び工事等検査規則（以下「契約規則等」という。)に従って行う。 

(2) 入札等後は、設計書、仕様書及び図面(この説明書及び質問回答書を含む。以下「設計図書」という。)、契約

書等若しくは契約規則等の内容又は工事場所の状況について、不明等を理由として異議の申立てはできないの

で、入札等前に十分究明すること。 

2. 契約の保証について 

契約の保証   要   不要 

契約の保証を付す場合は、落札者は、契約書等の案を提出するとともに、次の各号のいずれかの書類を提示又は

提出すること。ただし、契約保証金の額、保証金額又は保険金額は、請負代金額の100分の10以上とすること。 

(1) 契約保証金の納付を証する領収書 

(2) 契約保証金に代わる担保としての国債又は地方債等 

(3) 債務の不履行により生ずる損害金の支払を保証する銀行、市長が確実と認める金融機関又は公共工事の前払金

保証事業に関する法律(昭和27年法律第184号)第2条第4項に規定する保証事業会社の保証書 

(4) 債務の履行を保証する公共工事履行保証証券による保証証券 

(5) 債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保証保険契約の証券 

3. 前払金について 

前払金    する   しない 

前払金を受けようとする場合は、その旨を申し出ること。 

4. 中間前払金について 

中間前払金   する   しない 

中間前払金を受けようとする場合は、申請手続が必要なので、要件を満たした旨を申し出ること。 

5. 部分払について 

部分払    する(   回以内) しない 

6. 継続事業に係る工事の各会計年度別支払限度額及び前払金について 

(1) 継続事業に係る工事の各会計年度における請負代金額の支払限度額及び前払金の上限割合は、次のとおりであ

る。 

会計年度 
支払限度額 

（請負代金額に対する割合） 
前払金の上限 

初 年 度（   年度）  ％ 支払限度額 ・ 請負代金額 の  ％ 

第２年度（   年度）  ％ 支払限度額 ・ 請負代金額 の  ％ 

第３年度（   年度）   ％ 支払限度額 ・ 請負代金額の  ％ 

(2) 各会計年度における請負代金額の支払限度額は、請負者決定後工事請負契約書を作成するまでに請負者に通知

する。 



7. 契約に関する事項について 

(1) 設計図書関係 

ア 土木工事等の場合における工種別等の契約数量は、設計書の数量の内訳書に表示された数量による。 

イ 仮設、工法等工事目的物を完成するために必要な一切の手段については、設計図書に特別の定めがある場合

を除き、請負者の責任において定めること。 

ウ 契約の締結にあたっては、契約書等に設計図書を袋とじし、割印をすること。ただし、図面が大型等の場合

にあっては、別冊とすること。 

(2) 提出書類関係 

ア 請負代金内訳書  要提出(契約締結後7日以内) 

提出不要 

イ 工 程 表  要提出(契約締結後7日以内) 

提出不要 

ウ 着 手 届  着手後5日以内に提出すること。 

エ 現場代理人及び  契約までに現場代理人及び主任技術者等の経歴書も同時に提出すること。 
主任技術者等届 

オ 下請負関係書類  下請負を発注の都度、下記書類の写しを提出すること。 

・施工体制台帳 

・施工体系図 

・再下請負通知書（再下請負の発注がある場合） 

カ 直 営 工 事 届  下請負を発注しない又はその予定がない場合は、遅滞なく提出すること。 

(3) 監督員通知関係 

監督員を2人以上置くこととした場合において、権限を分担させるときは、各監督員の権限の内容を別に通

知する。 

(4) 支給材料、貸与品関係 

ア 支 給 材 料   あり   なし 

イ 貸 与 品   あり   なし 

(5) 条件変更等の関係 

工事の施行に当たり、設計図書と現場の状態とが一致しないこと等の事実を発見したときは、単に事実関係

のみでなく、設計図書の訂正に必要な資料、図面等を添付した書面で通知すること。 

(6) 設計変更等の関係 

必要により工事内容を変更する場合は、原則としてその必要が生じた都度契約変更の手続を行うが、軽微な

ものは監督員の指示により工事内容の変更を行い、これに伴う契約変更の手続は、工期の末に行う。 

(7) 部分引渡し関係 

部分引渡し指定部分   あり   なし 

(8) 火災保険等の関係 

火災保険その他の保険の付保条件 あり   なし 

8. 現場代理人の常駐義務について 

請負代金額が500万円以上の工事について現場代理人は常駐とするが、横須賀市ホームページ ＞ 入札の広場 ＞ 

工事 ＞ 入札制度関連情報＜工事＞ において、重複配置の特例がある場合は兼務することができる。 



  

9. コリンズの登録について 

請負者は、受注時又は変更時及びしゅん工時において請負代金額が500万円以上の工事について、工事実績情報

サービス(CORINS)入力システムに基づき、監督員に登録内容の確認を受けた後に、(一財)日本建設情報総合センタ

ーに登録申請しなければならない。 

また、(一財)日本建設情報総合センター発行の「登録内容確認書」が請負者に届いた際には、その写しを直ちに

監督員に提出しなければならない。 

登録申請の期限は、次のとおりとする。 

(1) 受注時登録データの提出期限は、契約締結後10日以内とする。 

(2) しゅん工時登録データの提出期限は、しゅん工後10日以内とする。 

(3) 施工中に受注時登録データの内容に変更があった場合は、変更があった日から 10 日以内に変更データを提出

しなければならない。 

(4) 変更時としゅん工までの間が 10 日間に満たない場合は、監督員の承諾を得て変更時の提出を省略できるもの

とする。 

10. 建設業退職金共済制度への加入について 

(1) 請負者は、建設業退職金共済（以下「建退共」という。）に加入するとともに、その建設業退職金共済制度の

対象となる労働者について証紙を購入し、当該労働者の共済手帳に証紙を貼り付けること。 

(2) 請負者は、当初請負代金額が500万円以上の場合は、建退共の発注者用掛金収納書を貼った「建設業退職金共

済証紙購入状況報告書」（第1号様式（建退共））、「建設業退職金共済関係提出書」（第2号様式（建退共））、「建

設業退職金共済証紙貼付実績報告書」（第3号様式（建退共））を工事しゅん工時に監督員に提出すること。た

だし、この制度に代わる退職金共済等に加入している場合又は対象労働者がいない場合については、内容を記

載した「確認書」（第4号様式（建退共））を契約締結後１箇月以内に監督員に提出すること。 

なお、当初請負代金額が500万円未満の場合においても本市が証紙購入状況を把握する必要があると認めると

きは、関係資料を提出しなければならない。 

(3) 下請契約を締結する際は、当該下請負者に対してこの制度の趣旨を説明し、掛金相当額を下請代金中に算入す

るか、又は共済証紙の現物交付をすることにより、当該下請負者の建退共加入並びに証紙の購入及び貼付の促

進に努めること。 

(4) 下請負者の規模が小さく、管理事務の処理面で万全でない場合、元請負者は建退共加入手続及び建退共関係事

務の処理について、下請負者からの依頼には積極的に受託するよう努めること。 

(5) 請負者は、工事現場に建設業退職金共済制度適用事業主の工事現場であることを明示する標識を掲示すること。 

(6) 正当な理由がなく建退共に加入せず、又は証紙の購入若しくは貼付が不十分な請負者は工事成績評定において

考慮される事となる。 



 

11. 施工計画書の提出について 

(1) 施工計画書の作成 

請負者は、契約後速やかに監督員の指示に従って施工計画書を作成し提出すること。ただし、監督員が別に

指示する場合を除いて、次のいずれかに該当する工事については、提出を要しない。 

ア 当初請負代金額が500万円未満の工事、又は当初工期が60日未満の工事 

イ 契約後、直ちに現場着手を要する等の緊急工事 

ウ 工事内容に基づき、監督員が提出を要しないと判断した工事 

(2) 施工計画書の記載事項等 

施工計画書等記載事項は、横須賀市ホームページ ＞ 入札の広場 ＞ 検査情報に記載（別表）のとおりとす

る。ただし、請負者は、施工計画書の提出を不要とした工事であっても、監督員が必要と指示する書面を速や

かに提出すること。 

(3) 計画工程表の作成 

請負者は、計画工程表の提出にあたって、作業間の関連把握や工事の進捗状況等を把握できる工程管理方法

について、監督員と協議を行うこと。 

(4) 実施工程との比較照査 

請負者は、工事施工中において、問題が発生した場合又は計画工程と実施工程を比較照査し、差異が生じた

場合は速やかに監督員へ報告すること。 

12. ワンデーレスポンスの取り組みについて 

(1) 本市では、請負者からの質問、協議に対して、基本的に「その日のうち」に回答するよう、ワンデーレスポン

スに取組んでいる。 

なお、即日回答が困難な場合は、いつまでに回答が必要なのかを請負者と協議のうえ、回答期限を設けるな

ど、何らかの回答を「その日のうち」にすることとする。 

(2) 発注者が効果・課題等を把握するためアンケート等のフォローアップ調査を実施する場合、請負者は協力する

こと。 

13. 中間及び抜打ち状況調査の実施について 

中間状況調査又は抜打ち状況調査は、検査員が随時行う。この場合、請負者は調査に協力しなければならない。 

14. 下請負者について 

(1) 下請負者を使用する場合には、市内業者を優先的に選定するように配慮すること。 

(2) 下請契約を締結する際は、当該下請負者に対して法定福利費の内訳が明示された国の標準見積書等の提出を

指導するとともに、提出された場合は尊重し、適切な法定福利費を含んだ契約を締結すること。 

15. 一括下請けの禁止について 

請負者は、本工事の全部若しくはその主たる部分又は他の部分から独立してその機能を発揮する工作物の工事を

一括して第三者に委任し、又は請け負わせてはならない。 

16. 技術的事項について（別紙） 

 

































令和２年4月1日 公共建築課

仕様書の

適用範囲

共通仮設

１）直接仮設

・工事範囲以外に粉塵等が飛散しないよう、養生を施すこと

・歩行者等の安全を確保するよう、災害防止処置を施すこと。

２）解体撤去

・発生材は、原則として場外処分とする。

・解体・撤去により生じた周辺のクラック等は、原形に復旧する。

・搬出・処分は関係法令に抵触しないよう留意すること。

・施工については、「横須賀市建築物の解体等工事に伴う紛争の未然防止に
関する条例」に準拠すること。

・発生材の処分は、原則として再生工場持込とする。ただし、再生処分が出来
ない物に限り、関係法令に抵触しないよう処分すること。

・解体等で大きな騒音の発生する作業については監督員と協議し施工するこ
と。

・建物等構造物の解体範囲は、基礎(捨てコン)、舗装(表層)までとし、砕石撤
去、路盤撤去、砂撤去は本工事に含まれない。

特 記 仕 様 書

・石綿除去を除く解体工事については、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修
「建築物解体工事共通仕様書(平成31年版)・同解説」に準拠する。

・工事場所及び資材置場を、うま、ロープ等で明確にし、安全表示板等により歩
行者等の安全を図る。

・動力用水光熱：工事に伴う水光熱(用水、電力等)は、既存施設に子メーター
を設置のうえ使用し、その使用に伴う費用、配管、配線および撤去、復旧等に
ついては、請負人の負担とする。

・日曜日、祝日に大きな騒音、振動の発生する作業については、騒音規制法
及び振動規制法の規定により行なわないこと。

・足場は、「公共建築改修工事標準仕様書（建築工事編）平成31年版」2.2.1に
より関係法令に従い設置すること。

・各部足場は、「公共建築改修工事標準仕様書（建築工事編）平成31年
版」　２．２．１「足場その他」により関係法令に従い設置すること。
（900枠を原則とし、抜け止め機能付き型くさび緊結式足場（次世代足
場）等の異なるものを採用しようとする場合は、監督員の承諾を得るこ
と）

・家屋調査（事前）については、別紙の家屋調査（事前）特記仕様書に準拠す
る。



家屋調査(事前)特記仕様書 

 

1. 一般事項 

（１） 調査内容 

① 調査対象の家屋、物件の亀裂の状態、傾斜の程度を工事着手前に調査し、 

建物等の解体完了後、事後調査にて比較する。 

② 所有権が誰（個人、法人、共有名義等）であるかを明確に把握する。 

③ 調査は、当該物件の所有者（居住者）等立会いのもと行う。 

 

（２） 調査対象 

      調査対象は、横須賀市建築物の解体等工事に伴う紛争の未然防止に関する 

条例第３条（３）近隣住民を対象とし、その件数は７件とする。なお、外観及び

内観を実施する。 

 

（３） 調査時期 

 調査時期は、解体工事着手前及び解体工事完了後に実施する。 

 

2. 調査項目 

 調査項目は、原則として次の項目について実施し、その損傷の有無にかかわらず必ず

写真撮影をする。 

（１） 家屋の全景 

 調査対象家屋と周辺家屋との相対的位置関係、及び建物の種類がわかるよう

に全景写真を撮影する。 

 

（２） 外壁モルタルの亀裂 

 外壁モルタルの亀裂幅、亀裂長の測定及び写真撮影は、地表面より原則とし

て２ｍの高さの範囲にある代表的なものについて実施する。 

  

（３） 内壁の亀裂 

 内壁モルタルの亀裂幅、亀裂長の測定及び写真撮影は、代表的なものについ

て実施する。 

 

（４） タイル張り部分に亀裂 

 便所、風呂場、玄関等のタイル張り部分の亀裂幅、亀裂長の測定及び写真撮

影は、代表的なものについて実施する。 

 



（５） 内壁と柱、廻り縁などのすき間 

 内壁と柱、廻り縁などのすき間間隔の測定及び写真撮影は、代表的なものに

ついて実施する。 

 

（６） 柱、床などの傾斜 

 柱、床などの傾斜は、必ず直交する二方向の傾斜状態を測定する。 

   

（７） 建具の建付け状態 

建具の建付け状態について、柱と窓枠とのすき間間隔の測定及び写真撮影は、

代表的なものについて実施する。 

 

（８） 土間、布基礎などの亀裂 

 土間、布基礎などの亀裂については、写真撮影をする。 

 

（９） 建物の沈下、傾斜 

 建物の沈下、傾斜については、測定可能な２～４点の外壁下端及び基礎上端

にて行う。 

 

  （10）その他 

      上記以外にも工作物（門塀等）の傾斜、擁壁及び池の状態等工事による影響 

が及ぼされると考えられるものは随時、写真撮影をする。 

 

3. 調査方法 

（１）亀裂幅 

      亀裂幅は、原則として最大亀裂幅の計測とし、0.5 ㎜単位で測定する。 

 

  （２）亀裂長 

      亀裂長は、亀裂の発生端と先端との直線距離を１㎜単位で測定し、この直線 

距離をもって亀裂長とする。 

 

  （３）すき間間隔 

      内壁と柱、廻り縁などのすき間は、最大すき間間隔を 0.5 ㎜単位で測定する。 

 

  （４）柱の傾斜 

      柱に沿って下げ振りを垂らし、水糸１ｍ間の柱から水糸までの水平距離を 

0.5 ㎜単位で読み、その差で傾斜の程度を表示する。 



  （５）床の傾斜 

      床の傾斜度は、二方向について１㎜単位で測定する。 

 

  （６）建付け状態 

      建具の建付け状況は、閉じた状態での窓枠、柱とのすき間間隔を１㎜単位で 

測定する。 

 

  （７）建物の沈下、傾斜 

      測定は、外壁、柱、敷居、床等で、下げ振りを用いて１㎜単位で測定する。 

外部については、レベル測定器により計測する。 

 

4. 写真撮影 

（１） 撮影項目 

 撮影対象物は、2.の調査項目とし、その損傷の有無にかかわらず撮影する。 

 

（２） 撮影方法 

 写真撮影は、原則として撮影対象を測量用ポール等にて指示し、黒板に次の

項目を明示して撮影する。 

 

① 撮影年月日 

② 撮影家屋番号及び家屋所有者名 

③ 撮影対象名 

④ 測定値 

⑤ その他 

 

（３） 撮影枚数 

 写真撮影の枚数は、必要に応じて枚数を増減する。 

 

5. 間取り平面図、スケッチ及び点の記 

（１） 間取り平面図 

調査家屋の間取り平面図を描く。 

 

（２） スケッチ 

 スケッチは、写真撮影を補足するために必ず実施ずる。特に撮影不可能な場

所や測定値が記入できない場合に実施する。 

 



（３） 点の記 

 亀裂幅、亀裂長、内壁と柱、廻り縁とのすき間間隔等の測定点を明確にする

ため、点の記を書く。 

 

6. 報告書 

 

（１） 調査報告書 

 受注者は、家屋等事前調査報告書を作成する。報告書の大きさは A4 判とし、

業務件名、調査件名、業務概要、調査内容等を記載し、次の図書を添付するも

のとする。 

 

① 調査対象区域配置図 

   調査対象区域配置図を 1,000 分の１程度の縮尺で描き、調査家屋番号 

を記入する。 

 

② 調査家屋一覧表 

   調査家屋は、次の項目を記述した一覧表を作成する。 

 

（ア） 家屋番号 

（イ） 建物所有者名、建物所有者住所及び建物所有者電話番号 

（ウ） 建物所在地及び建物使用者名 

（エ） 建物の種類、用途、経過年数及び延床面積 

（オ） 損傷の概要 

 

③ 所有者立会い確認書 

   確認書に捺印をしたもの。 

 

④ 間取り平面図 

   調査家屋ごとに、間取り平面図を整理し、報告する。 

 

⑤ スケッチ 

   調査家屋にて、特に写真撮影や計測が不可能な場合、スケッチにて 

写真を補足する。 

 

 

 



⑥ 写真集 

   写真集の大きさは A4 判とし、原則として１冊にまとめる。写真の 

大きさはサービス判（カラー）とし、１ページ３枚ずつ台帳に整理し、 

各々に説明を付ける。 

 

⑦ 点の記（亀裂等の測定位置オフセット） 

⑧ 調査所見 

 

（２） 報告書提出部数 

 ２部。 

 

7. その他 

 

（１）  調査上知り得た情報については、秘密を厳守し、外部に漏らすことの無いよ

うにすること。 

 

（２）  調査については、国土交通省の補償コンサルタント登録規定（昭和 59 年９月

21 日建設省告示第 1341 号）にもとづく、「事業損失部門」での登録を受けてい

る補償コンサルタントにより実施すること。 

 

（３）  この仕様書に定めの無い事項及び疑義が生じた場合は、別途、監督員と協議

するものとする。 

 

 

 



































P　8　

別紙内訳
　Ｎｏ．1 （外部足場）

手すり先行方式　建枠900
　枠組本足場 22m未満 72日 1,473 ㎡ ①

　安全手すり 72日 96.3 ｍ ①
別紙内訳
　Ｎｏ．２ （災害防止）

　小幅ネット張り 62日 385 ｍ ①

　アルミ防音パネル 62日 1,473 ㎡ ①
別紙内訳
　Ｎｏ．３ （整理清掃後片付け）

仮設鉄板敷き部
　整理清掃後片付け 仮囲い内部 4,484 ㎡ ②
別紙内訳
　Ｎｏ．４ （換価格充当品）

久里浜宿舎
　鉄くずヘビー H2程度 298 t ▲ 25,000 　③

プロパン庫
　鉄くずヘビー H2程度 1.0 t ▲ 25,000 　③

　アルミくず 込みガラ 2.7 t ②

（共通費積み上げ分）
1524×6096×t22

　仮設鉄板敷 運搬共　240日 790 ㎡ ①
北側隣地工事完了後に設置

　仮囲い(1) 成型鋼板 H3000　72日 106 m ①
本工事当初より設置

　仮囲い(2) 成型鋼板 H3000　153日 170 m ①

　仮囲い運搬 276 ｍ ①
H1800 W10m 両開き

　キャスターゲート 運搬共 1- 式 ②

　交通誘導警備員 B 106 人 ②
木造100㎡程度

　家屋調査(事前) 屋内外調査報告書共 5 件 300,000 　③
SRC造10階建142戸共同住宅

　家屋調査(事前) 屋外調査報告書共 1 件 1,200,000 　③
建設作業騒音

　騒音レベル測定 1発生源 1- 式 ②
建設作業振動

　振動レベル測定 1測線 1- 式 ②

（石綿含有建材除去）

　保護具等消耗品 石綿含有建材除去 1- 式 300,000 　③

別紙内訳書

単　価 金　　　額 備　　考名　　　称 摘　　　要 数　量 単位

横　須　賀　市 工事設計用紙　　


